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このレポートは主として情報提供を目的としたものであり、特定の会計・税務処理を勧奨するものではありません。会計上及び税務上の判断については、事前に公認会計士及び税理士、弁護士等の専門家と十分ご相談ください。本レポートを利用すること、またはその情報に依存する上で、直接、間接、状況による場合、特殊または結果的に発生する損失、ダメージ、
コスト、クレーム、要請などに対し、株式会社エスネットワークスは一切の責任を負いません。当レポート上で紹介されている第三者のウェブサイトに関しては、株式会社エスネットワークスはその情報の内容についてコントロールする立場にありません。また、一切の責任を負いません。第三者のウェブサイトの利用を推奨するものではありません。記載された意
見や予測等は作成時点のものであり、株式会社エスネットワークスはその正確性及び完全性を一切保証いたしません。本レポート記載の事項は今後予告なく変更されることがあります。当該レポートの内容に関する一切の権利は株式会社エスネットワークスに帰属し、事前の了承の無い複製又は転送は禁じられております。

株式会社エスネットワークス

【本レポートに関するお問い合わせ先】株式会社エスネットワークス 森 亮太朗 Tel:03-5573-4661/ r-mori@esnet.co.jp http://www.esnet.co.jp/es/

�企業会計基準委員会企業会計基準委員会企業会計基準委員会企業会計基準委員会、「、「、「、「連結財務諸表連結財務諸表連結財務諸表連結財務諸表にににに関関関関するするするする会計基準会計基準会計基準会計基準」」」」等等等等をををを公表公表公表公表
3月25日、企業会計基準委員会は、改正企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」等を公表しました。詳細は以下のURLより確

認下さい。
https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/documents/docs/spe-tanki/

無料無料無料無料レポートレポートレポートレポートのののの登録登録登録登録はこちらはこちらはこちらはこちら！！！！
https://esnet.sslserve.jp/es/mailmagazine/

会計論点会計論点会計論点会計論点

ショート・コメント

本改正は、連結財務諸表における特別目的会社の取扱い等について定めたものです。2013年4月1日以後開始する連結会計年度の期首から適用され
ます。また、2011年4月1日以後開始する連結会計年度の期首からも早期適用が可能となっております。

�国税庁国税庁国税庁国税庁、「、「、「、「災害災害災害災害にににに関関関関するするするする主主主主なななな税務上税務上税務上税務上のののの取扱取扱取扱取扱いについていについていについていについて」」」」取取取取りまとめりまとめりまとめりまとめ
3月24日、国税庁は、同庁ホームページ上で、災害に関する主な税務上の取扱いについて、関連条文等をまとめて公表しました。詳細は以下

のURLより確認下さい。
http://www.nta.go.jp/sonota/sonota/osirase/data/h23/jishin/atsukai/index.htm

税務論点税務論点税務論点税務論点

�東証東証東証東証、、、、東北地方太平洋沖地震東北地方太平洋沖地震東北地方太平洋沖地震東北地方太平洋沖地震をををを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえた決算発表等決算発表等決算発表等決算発表等にににに関関関関するするするする取扱取扱取扱取扱いについていについていについていについて公表公表公表公表
3月18日、東証は、東北地方太平洋沖地震を踏まえた決算発表等に関する取扱いについて公表しました。詳細は以下のURLより確認下さい。
http://www.tse.or.jp/news/07/110318_e.html

監査論点監査論点監査論点監査論点

ショート・コメント

監査法人の意見不表明等が記載されることとなった場合にも監理銘柄指定及び上場廃止の対象とはならないようです。

ショート・コメント

災害により滅失・損壊した資産等、復旧のために支出する費用、従業員等に支給する災害見舞金品等、災害に関連する条文をまとめております。間
接的に被災された方もご一読下さい。


